

第５章　自治体が実現すべき社会的価値とは何か

　　1.　自治体が実現すべき社会的価値とは何か

　自治体が実現すべき社会的価値とは、地方自治法にあるとおり「住民の福祉を増進することである」。そのために道路や下水道や橋をつくり、病院や学校や保育所をつくり、運営することである。また、人権が守られ、働く者の暮らしが良くなり、環境が守られ、障害者の働く場が確保され、男女共同参画がすすむように努めることなども重要な課題である。

　さらに、「国及び地方公共団体は、安全かつ良質な公共サービスが適正かつ確実に実施されるようにするため、公共サービスの実施に従事する者の適正な労働条件の確保その他の労働環境の整備に関し必要な施策を講ずるよう努めるものとする（公共サービス基本法第11条）」こともあげられる。

　自治労は、こうした社会的価値について、入札制度を通じて実現をはかることを「政策入札」として位置づけ、改革に取り組んできた。特に、公正労働の実現は、これまで自治体の実現すべき社会的価値との認識が十分ではなかったが、各地での努力が実を結びつつある。今後とも、公正労働の実現に努力すべきである。

　　2.　ＩＬＯの公正労働の視点 ― ディーセント・ワークの確立

　グローバリゼーションの進展の結果として、世界中で貧富の差が拡大し、社会的な排除が進んでいる。また、各国において公共サービスの民営化・民間化が進み、その担い手の公務・公共サービス労働者の賃金・労働条件の切り下げと公共サービスの質や供給の不安定さをもたらしている。

　こうしたグローバリゼーションに対して、市場にすべて委ねるのではなく「開発と自然や人間生活との調和」との立場から、環境や福祉や労働を重視する取り組みが、国連やＩＬＯ（国際労働機関）などで進められてきた。特に労働に関しては、ＩＬＯ新宣言（「労働における基本的原則及び権利に関するＩＬＯ宣言（1998年）」）によって中核的労働基準（参考資料参照）が定められ、国連（「グローバルコンパクト（2000年）」）やＯＥＣＤ（経済協力開発機構・「多国籍企業ガイドライン」2000年改定）、ＩＳＯ（国際認証機構・ＩＳＯ26000＝組織の社会的責任手引」2010年）などの基準となっている。

　現在、ＩＬＯは、中核的労働基準を基本にディーセント・ワーク（「働きがいのある人間らしい仕事」）という考え方を中核に位置づけ、様々な取り組みを行っている(１)。

	

	【ディーセント・ワークの４つの原則】

　ディーセント・ワークの実現に向けた取り組みは、４つの戦略的目標も実行を通して実践される。ジェンダー平等は、横断的目標として、すべての戦略目標に関わる。

1.　仕事の創出：投資、起業、仕事の創出、持続可能な生計の機会を作り出す経済。

2.　仕事における権利の保証：働く人々の権利を認め、尊重する。すべての労働者、とりわけ不利な立場に置かれたり、貧しい労働者には、代表性と参加、そして自分たちの利益のためになる良い法律が必要である。

3.　社会保護の拡充：安全な職場環境、適切な自由時間と休息、家族や社会的な価値観への配慮、所得の喪失や低下に対する適切な補償、医療へのアクセス、などの労働条件を確保することにより、社会的な統合と生産性を促進する。

4.　社会対話の推進と紛争解決：貧しい人々は、交渉の必要性を理解しており、対話が諸問題を平和的に解決する手段である事を知っている。独立した強い労使団体が関与する社会対話は、生産性を向上し、職場の争議を回避し、一体性のある社会を構築する上で、中心的な役割を果たす。

	


　　3.　自治体が実現すべき社会的価値とは ― 今日的な情勢をふまえて
　1990年代以降、日本においては、国も地方自治体も「小さな政府」と「規制緩和」を自治体の目標に様々な施策を展開してきたが、ともすると全体として「市場における競争」、「効率優先」に傾きすぎ、その結果として、「格差」や「貧困」、「ワーキングプア」を生み出し、公共工事や公共サービスの安全や質に不安をいだくような状況におちいった。こうした状況を改め、人間らしい労働と公共サービスの質や安定的な供給体制を確立し、より安全・安心な生活と地域社会をつくることがもとめられている。

　以上の認識をふまえ、自治体が実現すべき社会的価値の視点から、公契約における課題について提起する。

(１)　貧困・格差の解消をはかる

　貧困・格差の解消は、自治体の重要な責務である。貧困は、人間としての尊厳を失わせ、地域社会に暮らす人々の連帯の条件を破壊する。地域にあって雇用を確立するとともに、人間らしい生活のできる賃金・労働条件を確立することは、貧困をなくすための基礎である。また、貧困の拡大は、税等の減収となり、福祉負担の増加をもたらし自治体財政にとって負のスパイラルの元凶となる。

　そのために、自治体の発注する事務・事業によって貧困をつくらないことは、いうまでもないことである。「大阪市交通局の委託労働者が生活保護を受給した（「読売新聞」2009年６月24日）」ことが報道され、社会的な問題となった。この場合は、それまで働いていた会社が、落札できず、新会社に雇用されたものの時給が下がり、生活保護基準を下回る賃金となったために生活保護の適用となったものである。

　このように、委託契約のたびに「落札価格が下がる」その結果としてそこに働く「労働者の賃金が下がる」ことが一般化している。自治体の委託業務の多くは、人的なサービスである。つまり、落札価格の低下は、「賃金の低下」を直接に招く。全国の自治体で「貧困」をつくり出し、格差を生み出しているとしたら、まったく本末転倒である。

　委託契約ではないが、指定管理者制度でも同様なことが起きている。それまで業務を委託されていた自治体の「外郭団体＝第三セクター」の場合には、全く同じ業務あるいはそれ以上の業務を行っても、なおかつ賃金が下がる、正規職員が減る、派遣や有期雇用やパートなど非正規労働者によって補う、といった例がほとんどである。

(２)　人権、諸法規の遵守

　いうまでもなく、人権の確立は自治体の最も重要な政策課題であり、目標である。人権の確立とは、憲法をはじめ、国内の諸法規を遵守することは、当然なことであるが、同時に世界人権宣言やＩＬＯ条項なども視野にいれ、その実現をはかることがもとめられている。しかしながら、企業の中には、いまだ労働基本権、労働関係法規が守られていない企業がみられる。たとえば、労働組合を嫌悪して、組合結成を妨げたり、交渉に応じない等の不当労働行為、また、法定の社会保険の支払い義務を怠るケース等もある。さらに、自治体においても違法な請負（偽装請負）の事例が摘発されているところである。こうした人権や諸法規を守らない企業に対しては、自治体は厳しい態度で臨み、入札参加を停止したり、制限するなど具体的な措置を講ずるべきである。

(３)　男女平等の推進

　「男女共同参画社会基本法」や「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（「男女雇用機会均等法」）」などにもとづいて、自治体の基本政策として推進されている。また、「次世代育成支援対策推進法」にもとづく「少子化対策」、「子育て」施策なども自治体の施策として展開されている。

　特に、女性の非正規労働者の割合は、女性労働者の５割を超えている。また、雇用労働者の４人に１人が150万円未満の所得しかないが、男性では、10人に１人だが、女性は２人１人の割合となっており、低賃金労働者問題は、非正規雇用問題であり、「女性労働は差別的低賃金の温床となっている（中野麻美2011岩波ブックレット）」と指摘されている。

　「男女雇用機会均等法」、「パート労働法（短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律）」、「男女共同参画社会基本法」、「次世代育成支援対策推進法」などについて積極的に取り組む企業に対しては、努力が報われるように入札制度等で優遇することも検討されるべきである。

(４)　公共サービスの質の確立

　野田市や川崎市の公契約条例の提案理由は、「公共事業の品質と公契約の業務に従事する者の労働条件の確保を図ること」である。総論（(２)公契約条例の背景 ― その２「公共工事・サービスの質・安全の確立」）でも明らかなとおり、「ダンピング」や「低価格入札」の結果として、公共工事や公共サービスの質の低下がもたらされている、との認識は、自治体の担当者の間では共通の認識であると思う。自治体は、「品質の確保」のためにより厳しいチェック体制を確立することが必要である。同時に、「ダンピング」による労働者の賃金・労働条件への切り下げを防止し、「安全や質の確保」を確保することは喫緊の課題である。

(５)　公共サービス労働者の技能・技術の継承を

　建設労働者は、長期にわたる不況と公共工事の削減によって、2000年には653万人であったが、2009年には517万人と136万人も減っている。とりわけ35歳以下の若年労働者は、同じく198万人から119万人と大きく落ち込んでいる。このままでは産業としての存続が危ぶまれている。若年労働者が定着しない最も大きな原因は低賃金である。これらの課題は、建設業界自らが解決すべき課題であることはいうまでもないが、自治体としても、建設労働者をまちづくりの担い手として位置づけ、必要な技能や技術の継承を図るために公契約において具体的な対策を行うことは重要である。

　また、民間委託あるいは指定管理者等を問わず、公共サービスの運営ノウハウや担い手の技能・技術の継承も建設労働者と同様に重要な課題である。






































































































































































(１)　資料：「『人間らしい仕事』に向けて　ディーセント・ワークとは」（ＩＬＯ駐日事務所ＨＰから）
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